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ホームページ公表用
平成 26年７月１日
秋田市総務部契約課

秋田市における公共工事の中間前払金制度の概要

ｌ 中間前払金の制度
中間前払金とは、工事の着手時に前払金（請負代金額の10分の４以内の額。ただ

し、低入札価格調査を経て契約を締結する場合にあっては、請負代金額の10分の２
以内の額で５千万円限度）の支払を受けた後に、更に工事の中間段階において前払
金（請負代金額の10分の２以内の額。ただし、低入札価格調査を経て契約を締結す
る場合にあっては、５千万円限度）の支払を受けることができる制度です。ただし、
請求しようとする中間前払金の額と支払を受けた着手時の前払金の額との合計額
は、請負代金額の10分の６（低入札価格調査を経て契約を締結する場合にあっては、
請負代金額の10分の４、又は１億円）を超えることはできません。また、着手時の
前払金の支払を受けていない場合は、中間前払金の支払を受けることはできません。

２ 中間前払金の対象となる工事
前払金（請負代金額が130万円以上）の支払いを受けた工事で、次のすべての要

件に該当する場合において、中間前払金の支払を受けることができます。
① 工期の２分の１を経過していること。
② 予定工程どおり進捗していること。
③ 出来高が請負代金額の２分の１以上に相当するものであること。
注） 継続費又は債務負担行為に係る契約でその履行が数年度にわたるもの（複

数年度契約）に係る中間前払金については、各年度の年度割金額等および工
事期間を基礎として、対象要件該当の有無を判断し、その支払額も年度割金
額等を基礎として計算し、それぞれの年度において支払ます（対象要件を満
たさない年度については、中間前払金は行わず、当該年度については部分払
を受けることができます。）。

３ 中間前払金の認定
請負者は、中間前払金の請求をしようとするときは、中間前払金に係る認定を受

けるために、市および上下水道局の工事監督員に、所定の「中間前払金認定請求書」
（様式１（様式集25番））および「工事履行報告書」（様式２（様式集26番））を提
出するものとします。工事監督員は、原則７日以内に要件審査（前記２の該当の有
無を審査）を行い、「認定調書」を請負者に交付します。
なお、出来高の数値に疑義がある場合は、請負者に当該数値の根拠となる資料の

提示を求め、確認をさせていただきます。

４ 中間前払金の支払
請負者は、中間前払金に係る認定を受けたときは、所定の「工事前払金・中間前

払金申請書」に、保証事業会社が発行する当該中間前払金に関する「保証証書」を
添付して、契約課に申請するものとします。当該請求日から14日以内に中間前払金
を支払ます。

５ 中間前払金と部分払の併用禁止
１件の工事（複数年度契約にあっては、１の年度の工事）について、中間前払金

と部分払（複数年度契約における各年度末の部分払および繰越に係る工事における
年度末の部分払を除く。）の両方を受けることはできません。

６ 適用時期
平成26年８月１日以後に入札の公告等を行う工事から適用します。



１　工事請負代金支払手続フロー

前金払のみ 部分払のみ　 前金払＋部分払 Ｄ 前金払＋中間前金払

★２ ★３

★１ 出来高３～７割の段階で請求が可能

★２ 出来高５割の段階で請求が可能

★３ 工期が１／２経過し、予定どおり
進捗し、出来高も１／２以上で請求
が可能

２　部分払と中間前金払の比較

（設定条件）請負代金額１億円、着手時前払金率４割、出来高５割、中間前払金率２割

　　着手時前金払 ＋ 　着手時前金払 ＋

着手時前払金　４千万円-----(1) 着手時前払金　４千万円-----(1)
　１億円×４／１０ 　１億円×４／１０

部分払金　２千７百万円-----(2) 中間前払金　　２千万円-----(2)
　５千万円×９／１０－（５千万円 　１億円×２／１０
　×９／１０×４千万円／１億円）

出来高５割時点の受取額(1)＋(2) 出来高５割時点の受取額(1)＋(2)
＝６千７百万円 ＝６千万円

１４日以内

Ａ

４０日以内

部分払

　　（ その後の部分払可）

１４日以内

１４日以内

１４日以内

７日以内

１４日以内

工 事 完 成 通 知

完 成 検 査

出 来 形 検 査

部 分 払 請 求
部 分 払 請 求

部 分 払
部 分 払

１４日以内

★１

１４日以内

出来形確認請求

中間前金払

工　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　完　　　　　　　　　　成

請 負 代 金 請 求

１４日以内

請 負 代 金 支 払

出 来 形 検 査

中間前払金支払

Ｂ

保 証 書 寄 託
着手時前払金請求

着手時前払金支払

Ｂ

保 証 書 寄 託
着手時前払金請求

着手時前払金支払

Ａ Ｃ

契　　　　　　　　　　約　　　　　　　　　　締　　　　　　　　　　結

Ｄ

保 証 書 寄 託
中間前払金請求

保 証 書 寄 託
着手時前払金請求

着手時前払金支払

中間前払認定請求

中 間 前 払 認 定

Ｃ

出来形確認請求
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３　中間前払金保証の流れ

⑥
中
間
前
払
金
の
振
込
み

⑦払出請求

⑧払出し

④
保
証
証
書
の
発
行

③
保
証
の
申
込
み

①　請負者は、発注者（工事監督員）に対して中間前払金の認定の請求を行う。
②　発注者（工事監督員）は、請負者に対して認定調書を交付する。
　＊　認定調書を１部作成し、請負者に交付し、写しを工事監督員が保管する。
③　請負者は、保証会社に対して中間前払金保証の申込みを行う。
④　保証会社は、書類確認等の審査を行った後、中間前払金の保証証書を請負者に
　対して発行する。
　＊　保証証書には、当初の前払金と区別する意味で、「中間前払金保証」と表示して
　　いる。　
⑤　請負者は、発注者（契約課）に対して保証証書（中間前払）を添えて中間前払金
　の申請をする。
⑥　発注者（経理担当課）は、請負者の指定する金融機関に中間前払金を振り込む。
　＊　中間前払金は、当初の前払金と同様、前払金専用の普通預金口座に振り込まれる。
⑦⑧　請負者は、必要書類を金融機関に提出し、中間前払金を払い出す。

発注者
（工事監督員）

（契約課）
（経理担当課）

請負者

保証会社金融機関

　　　　　　　　①認定の請求

　　　　　　　　②認定調書の交付

　　　　　　　　⑤中間前払金の請求

（業務委託契約）
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（様式１）

※請負者作成１部

中間前払金認定請求書

平成 年 月 日

（宛先）秋田市上下水道事業管理者

契約者 住 所

商号又は名称

氏 名 ,

電 話 番 号 -( )-

次の工事の中間前払金に係る認定を請求します。

工 事 番 号 第 号

工 事 名

工 事 場 所

契約年月日 平成 年 月 日

工 期 平成 年 月 日から 平成 年 月 日まで

請負代金額 ￥

摘 要 添付資料

工事履行報告書（様式２）

※ 工事監督員使用欄

課 所 室 長 担 当 工事監督員

所属課所室（ ）

（ ） ,

起案 平成 年 月 日 公印使用承認欄 収 受 印

決裁 平成 年 月 日

施行 平成 年 月 日

完結 平成 年 月 日

別紙中間前払金認定調書（様式３）の

とおり、認定してよろしいか伺います。 １部

※様式１～２、様式３(案)を一式として起案し、認定調書交付後、写しと共に工事原議に保管すること。
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（様式２）

※請負者作成１部

工事履行報告書

工事番号 第 号

工 事 名

工 期 平成 年 月 日から 平成 年 月 日まで

作 成 日 平成 年 月 日（ 月分）

月 別 予定工程（％） 実施工程（％） 備 考

( )は工程変更後

（記事欄）

※本書を中間前払金認定請求書（様式１）に必ず添付すること。
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（様式３）

※工事監督員作成１部

中間前払金認定調書

契 約 者

工 事 番 号 第 号

工 事 名

工 事 場 所

契約年月日 平成 年 月 日

工 期 平成 年 月 日から 平成 年 月 日まで

請負代金額 ￥

摘 要 １ 工期が２分の１を経過している。

２ 予定工程どおりの進捗である。

３ 出来高が２分の１以上である。

上記の工事について、その進捗を調査したところ、中間前払金を支払うこと

している
ができる要件を具備 ことを認定する。

していない

※いずれか一方を削除すること

平成 年 月 日

秋田市長上下水道事業管理者            ,

 

                                        工事監督員

                                      所属課所室（ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　    名（　　　　　　　　　　　　) 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  電 話 番 号 018-( )-

 

   


